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特　　集

　抄　録　企業にとって，競争力や利益という経営目標の実現のために，優れた技術的知識を創出し，
それを知財として適切に権利化していくことが重要であることはいうまでもない。しかし，それと同
時に，創造・蓄積される知財を研究開発や製品・事業展開に関する戦略と連動させ，企業の競争力や
利益へと結び付けていく能力が求められている。本稿では，製品・事業展開における競争戦略との関
係や，市場形成と競争優位とのバランスの観点から，知財戦略のポイントを整理する。また，知財戦
略を製品・事業展開に係る戦略に組み込むために，研究テーマの探索・決定や製品開発・事業化への
移行の意思決定，競争・事業戦略の立案の意思決定というイノベーション・プロセスの各段階に知財
部門が関与することの重要性について議論する。さらに，そうした知財部門の関与の可能性を高める
上で，知財部門の価値や機能をどのように向上させていくかについて検討する。

米 山 茂 美＊
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1 ． はじめに

近年，特許をはじめとする知的財産（知財）
への関心の高まりの中で，｢戦略的な知財｣ある
いは「経営に資する知財」のあり方が問われて
いる。いうまでもなく知財は企業の競争力を規

定する重要な要素の一つであり，製造業を中心
とした多くの企業は，自ら生み出した技術を特
許として権利化し，製品・事業活動を有利に進
めるべく様々な戦略を検討している。しかし，
こうした知財を，すべての企業が製品・事業展
開における競争力に必ずしも有効に結び付けて
いるとは限らない。近年，技術と知財と事業の
間の「三位一体」の経営の重要性が叫ばれては
いるが，実際に三位一体の理想を実現できてい
る企業はけっして多くはない。
研究開発活動から生み出される優れた技術を

最大限に活かすために，あるいは研究開発活動
そのものを有効かつ効率的に促進していくため
に知財部門はどのように関わることができるの
か。また，企業の成長を駆動する事業部門の競
争力や利益の獲得に寄与するために知財部門が
果たすべき役割とは何か。日本企業の多くは，
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事業で勝つ！

製品・事業戦略と知財戦略の連動性の設計
──戦略的な知財機能の構築に向けて──
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このような問題に対する解を依然模索し続けて
いるのが現実ではないだろうか。
本稿では，製品・事業展開における競争力や
利益を生み出すための知財戦略や知財組織のあ
り方について検討する。まず，続く第２章で，
知財と企業の競争力との関係を理解するため
に，製品・事業展開における競争戦略の視点を
整理し，その戦略視点との関係から知財戦略の
あり方を議論する。第３章では，知財戦略にお
けるクローズド化とオープン化のバランスにつ
いて考える。第４章では，研究開発から製品・
事業展開までの一連のプロセスの中で知財部門
がどのように関わり，いかに知財戦略を織り込
んでいくかを検討する。第５章では，研究開発
戦略や製品・事業戦略との関係性を意識した知
財戦略や組織のあり方を検討するための知財部
門の評価軸について議論する。最後の第６章は
結論である。

2 ． 競争戦略と知財戦略

2．1　 製品・事業展開をめぐる競争戦略の
視点

企業にとって，製品・事業展開における競争
力の獲得は最も重要な経営課題の一つである。
一部の独占的な地位にある企業を除き，ほとん
どすべての企業は製品・事業展開において他社
との厳しい競争に直面する。企業がそうした競
争環境に対処し，他企業の平均以上の利益を確
保している状態を競争力がある状態とすれば，
いかにそのような意味での競争力を形成・維持
できるかというのは収益を追求する経済主体と
しての企業にとっての中心課題に他ならない。
経営学では，企業が競争環境に対処して利益
を獲得していくための戦略を「競争戦略」とい
う。ここで注意すべきことは，競争戦略とは常
に競合他社と｢戦う｣こと，あるいは常に競合他
社に「打ち勝つ」ことを意味するわけではない

という点である。競争戦略の目的はあくまでも
利益であり，「戦って勝つ」ことはそのための
手段の一つにすぎない。企業が競争の中で利益
をあげうる状態を作り出すためには，｢戦って
勝つ｣ことだけではなく，｢戦いを避ける｣とい
うことも重要な戦略視点となりうる。ここに，
競争戦略における二つの視点が浮かび上がる。
まず，「戦いを避ける」という視点から企業

の競争戦略を体系的に論じたのがポーター（M. 
E. Porter）である。彼は，競争戦略の立案の
出発点として，業界構造分析を通じて競争が少
なく，より多くの利益機会を提供する望ましい
市場セグメントを発見し，そこに自社を位置づ
けることの重要性を指摘する。ポーターによれ
ば，それぞれの市場が生み出す利益機会の大き
さは，既存企業の対抗度，新規参入の脅威，買
い手の交渉力，売り手の交渉力，および代替品
の脅威という五つの要因によって規定され，そ
れらを詳細に分析することで企業にとって望ま
しい市場セグメントが明らかになる。企業は単
にどのような分野でも競争相手と真っ向から対
決して勝とうとするのではなく，こうした五つ
の要因の分析を通じて選び取られる魅力的な分
野に自社を位置づけ，そこから生み出される利
益を享受していくことが競争戦略の第一の視点
として求められる。競争戦略のこうした視点は，
一般に「ポジショニング視点」と呼ばれる。
ポジショニング視点は，見方を変えると，利

益の源泉をより高い利益ポテンシャルをもつ特
定の環境，つまり企業の｢外側｣に求めようとす
るものである。しかし，企業にとっての利益の
源泉は単に企業の外側にのみ存在するわけでは
なく，企業の｢内側｣にも存在する。すなわち，
他社が持たない独自資源・能力という企業内部
の要因もまた，競争の中で企業に利益をもたら
す重要な要素として無視することはできない。
このような独自の経営資源や能力という点に着
目して企業の競争戦略を考えていこうというの
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が，ワーナーフェルト（B. Wernerfelt）やバ
ーニー（J. B. Barney）を祖とする「資源ベー
ス視点」であり，「戦って勝つ」ための戦略視
点として位置づけられる。
そこでは，企業に競争優位をもたらす独自の
資源や能力とは何かをめぐって活発な議論が展
開されてきた。例えば，伊丹（1984）はヒト・
モノ・カネというような物的資源ではなく，技
術･経営ノウハウやブランド･信用，企業文化な
どの情報的資源の重要性を主張する。このよう
な情報的資源は実際に手にとって見ることがで
きないし，市場で調達することが難しく，かつ
形成に時間がかかる。そのため，他社はこうし
た資源の本質を理解することが困難であり，そ
れを手に入れようとしてもなかなか手に入れる
ことが難しいゆえに模倣しにくい。このように，
不可視的である，市場調達が難しい，形成に時
間がかかるというような特徴を持つ資源こそが
他社の模倣困難性を生み，それが自社の競争
優位の源泉として機能すると考えられている。
1990年代にビジネス界で注目されたコア・コン
ピタンスの議論（Hamel and Praharad, 1994）
も，こうした資源ベース視点に基づく戦略に他
ならない。
競争戦略におけるこれら二つの視点は，相互
に代替的なものではなく，補完的なものである。
日本企業はどちらかというと「戦って勝つ」こ
とに主眼を置き，独自の資源・能力の蓄積・活
用を重視する傾向があるが，それと同時に「ど
こで戦うのか」という立ち位置の検討が求めら
れる。企業が製品・事業展開を通じて利益を生
み出していくためには，これら二つの戦略視点
の両者を検討する必要がある。

2．2　 ポジショニング戦略と知財戦略との
連動

企業における知財活動が，「戦略的な知財」「経
営に資する知財」として，製品・事業展開にお

ける競争力や利益に寄与するためには，その
基礎となる競争戦略と整合性をもち，その有効
な展開を支援するものでなければならない。そ
れでは，具体的にそうした競争戦略を支援する
知財戦略のあり方とはどのようなものであろう
か。
上述したように，ポジショニング視点によれ

ば，既存企業の対抗度，新規参入の脅威，買い
手の交渉力，売り手の交渉力，および代替品の
脅威という五要因の分析を通じて，利益ポテン
シャルが高い市場セグメントに自社の製品・事
業を位置づけることが求められる。それぞれの
要因の分析においては，多様な分析項目が含ま
れる。例えば，既存企業の対抗度には，競合企
業の数やその規模，製品差別化の可能性，顧客
の流動性等が関係する。また，新規参入の脅威
の分析には，大規模な投資の必要性や経験効果
のようなコスト面での優位性，政府の規制等が
含まれる（図１参照）。
しかし，競争戦略の立案に係るこうした既存

の分析枠組みには，知財面での分析項目が少な
くとも明示的には含まれていない。「戦わない」
「競争を回避する」ための立ち位置の分析に際
して，知財面での検討が重要な役割を果たすこ
とは間違いないが，これまでこのような知財の
観点から既存企業の対抗度や新規参入の脅威等
を分析・評価することは十分に意識されてこな
かったのである。逆にいえば，この点に，競争
戦略と連動し，その立案や推進を支援するため
の知財のあり方が浮き彫りになる。
その一つの具体的な役割は，技術マップや特

許マップの作成とその戦略的な活用であるだろ
う。技術マップとは，企業が研究開発の対象
とする技術分野に関する全体的な見取り図であ
る。それぞれの技術分野を構成する技術群の範
囲や広がり，その技術分野あるいは個々の技術
の重要性やニーズ，また開発にかかわる企業・
組織とその開発達成度などを，視覚的に理解し
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やすいように図表化していく。こうした整理を，
特に特許という観点からまとめたものが特許マ
ップである。特許公報などの特許情報を参考に
して，関連する技術分野における特許の出願・
登録状況，またその推移などを他社との比較の
もとに整理する。
これら技術マップや特許マップの目的は，企
業が取り組むべき有望な研究開発テーマの決定
や有効な特許の取得可能性を高めることにあ
る。企業は，この技術マップ，特許マップに基
づいて，念頭におく技術分野の中で他社がどの
ような技術の開発に取り組んでいて，どのよう
な特許を取得しているか，またどこに技術的な
空隙が存在しているのかを把握することでポジ
ショニング戦略を支援することが可能となる。
あるいは，後述する資源ベース視点に関連して，
自社の技術開発や特許がどのあたりに集中し，
今後自社の技術的な強みを高めるためにはどの
ような技術の開発や特許取得を図るべきかを客
観的にとらえることが可能となる。
問題は，こうした技術マップや特許マップを
どのように戦略的に活用していくかという点で

ある。いくら優れた技術マップ・特許マップが
作成されても，それらが研究開発活動や製品・
事業展開で有効に役立たせることができなけれ
ば意味がない。現在の知財部門の課題は，それ
ら分析結果をいつ，どのような形で研究開発戦
略や事業戦略など企業の競争力に関わる戦略に
組み込んでいくかが問われている。この点につ
いては，第４章で詳細に検討しよう。

2．3　資源ベース戦略と知財戦略との連動

次に，競争戦略のもう一つの視点である資源
ベース戦略と知財戦略との関係について議論す
る。資源ベース視点は，文字通り，他社が持た
ない独自の資源・能力に基づいて競争優位を構
築するための戦略視点である。そこでは資源・
能力の持つ模倣困難性が重要な鍵となる。
資源・能力の独自性や模倣困難性にはいくつ

かの要素が関係する。まず，上述した見えざる
資源という要素があげられる。情報的経営資源
のような不可視的で無形の資産の多くは，ヒト・
モノ・カネという有形の物的資源に比べて他社
による模倣が困難である。技術的知識はそうし

（出典）沼上（2008）より作成。
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参入に大規模な投資が必要
新規参入者が規模に関係なくコスト面で不利
政府の規制
既存企業の経営資源が豊富，または過去に強力な
反撃があった

競争業者の数が多い または規模・パワーが同等
多様なバックグランドを持つ競合相手がいる
製品差別化が困難
顧客の流動性が高い（スイッチング・コストが小さい）
戦略的な価値の高い業界である
産業の成長率が低い

買い手（売り手）の集中度が高い，または買い手（自社）
の購入量）が売り手の売上に占める割合が大きい
売り手（自社）の製品が標準化されている
売り手（自社）の製品の価格が買い手の製品のコストに
占める割合が大きい
買い手（売り手）の利益水準が低い

代替品の数が多い
代替品のコスト･パフォーマンスが急速に向上している
代替品の業界が高い利益率を達成している

業界の
利益ポテンシャル

図１　五要因分析の枠組み
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た情報的資源の中核的な要素の一つであり，そ
れは特許等として権利化されることによって制
度的に模倣困難性を高めることができる。
それに関連して，資源や能力の先行的な形成

という要素もある。たとえば，他社がもってい
ない，あるいは他社が取り組んでいない技術を，
他社に先駆けて開発していくことは，学習を通
じてより豊かな知識・ノウハウの蓄積を可能に
し，必要な外部資源の先取りや，技術開発の先
行者としてのイメージを高めることにもつなが
る。後発の企業にとってそうした「先行者の優
位性」に追いつくことは容易ではなく，このこ
とが企業の強みの源泉になる。
また，資源や能力の体系的な蓄積も模倣困難

性を規定する要素である。どんなに情報的資源
の模倣が難しいとしても，それは時間の経過と
ともにいずれは他社に真似されていく可能性が
ある。しかし，その資源の周辺にさまざまな関
連する資源が体系的に築き上げられている場合
には，その全体を模倣することは著しく難しく
なるだろう。トヨタ生産システムやセブン・イ
レブンの事業システムなどがその例で，他社は
その一部を模倣することは可能でも，全体を模
倣することは難しく，これがこれら企業の競争
優位を支えているともいえる。
このように模倣困難な独自資源・能力には

様々な要素があるが，ここでは情報的資源とし
ての技術的知識に焦点を当て，その中身をより
詳しく検討しよう。一般に，企業の製品・事業
展開における競争力を左右する技術的知識は，
権利化した特許の強みで捉えられ，包括的な特
許網の構築や，個々の特許の質の観点から評価
されることが多いが，技術的知識には特許のほ
かに，図２に示されるような多種多様な知識が
含まれる。
まず，区別しなければいけないのは形式知と

暗黙知の相違である。技術的知識の一部は，特
許明細として記述され，出願の対象となるが，

それは形式化された知識といえる。しかし，技
術的知識はすべてが形式化されるわけではな
く，形式化できない，あるいは（意図的に）形
式化しない知識がより多く存在する。それらは
しばしば暗黙知として蓄積されていく。技術ノ
ウハウ・スキルや要素技術を組み合わせる知識
（システム知）などがその例であり，企業の製
品・事業展開における競争力はそうした暗黙的
な技術的知識によって左右されることが少なく
ない。
また，技術的知識についてアウトプット知と

プロセス知を区別することも重要である。アウ
トプット知とは，研究開発活動の結果生み出さ
れる成果としての知識であり，特許や技術ノウ
ハウなどが含まれる。しかし，そうしたアウト
プット知とは別に，そのアウトプット知を生み
出すプロセスに関する知識もまた重要な技術的
知識である。それは「知識を生み出す知識」と
いう意味でメタ知識と表現することもできる。
そこには，上で見た形式化されるものと暗黙に
とどまるものの両者が含まれうるが，いずれに
せよ企業の製品・事業展開における持続的な競
争力を考えるとき，このようなメタ知識をいか
に管理するかが重要となる。図３は，こうした
アウトプット知とプロセス知の関係を図示した

技術ノウハウ，
スキル，

システム知など

開発の方法論
（問題発見・仮説
設定能力，問題
解決能力）など

開発フロー
チャート，
開発覚書，
組織図など

技術データ，
技術特許，
製品・工程，
設計書，手法など

アウトプット知プロセス知

形
式
知

暗
黙
知

図２　技術的知識の多様性
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ものである。

企業が，他社にない独自の資源・能力をベー
スとして競争優位を構築していくうえで，知財
部門による技術的知識の体系的な整備は不可欠
である。技術的知識のどこまでを管理すべきか
について意見は分かれるであろうが，市場成長
や競合の出現などに対応するために，絶えず変
化する製品・事業展開上の戦略に合わせて企業
が蓄積する技術的知識を最大限に活用し，特許
とノウハウの組み合わせを図ったり，新たな技
術創造の促進を支援したりすることが製品・事
業競争力に資する知財部としての重要な役割と
なることは間違いない。

3 ．  クローズド戦略とオープン戦略の
バランス

3．1　市場形成と競争優位性のジレンマ

前章で述べたように，企業が製品・事業展開
における競争力や利益を確保するためには，利
益ポテンシャルの高い市場セグメントに自社を
位置づけること，そしてその市場で独自の資
源・能力に基づく競争優位性を構築していくこ
とが求められる。そこでは，企業は自社が生み
出した技術的知識を特許として防御し，また蓄
積したノウハウを秘匿することで，自社の製品・
事業を有利に展開していくことが期待される。
しかし，こうした技術的知識の防御や秘匿は，
自社の競争優位性を確立・維持することを可能
にする一方で，他社の参入を困難にすることで
市場の形成・発展を阻害する。市場の発展は，

企業の利益規模を拡大させるという意味で重要
であるが，競争優位性を築くための技術的知識
の防御や秘匿が，その可能性を損なわせるとい
うジレンマを生じさせるのである。そのため，
企業には，製品・事業展開において単に技術的
知識の防御・秘匿を通じた競争優位性の確立だ
けでなく，競争優位性と市場形成の両者をバラ
ンスさせるというより高度な戦略視点が求めら
れることになる。それは，知財に係るクローズ
ド戦略とオープン戦略のバランスをどう取るの
かという知財戦略上の問題と密接に関連してい
る。

図４は，そうした競争優位性と市場形成のジ
レンマ及びそれに関連したクローズド戦略とオ
ープン戦略との対応関係を図示したものであ
る。企業の競争優位性（マーケットシェア）は，
特許網の構築やその権利行使，技術ノウハウの
秘匿などのクローズド戦略を通じて他社の参入
を防ぐことで維持されるが，他社が参入するに
つれてそれは急速に低下していく。一方で，他
社の参入は多様な製品の導入を促し，市場を活
性化させることで市場規模を拡大させる。企業
が特許による防御やノウハウ秘匿を過度に進め
れば，競争優位性は維持されるかもしれないが，
他社が参入できないことで市場拡大は期待でき

アウトプット知識

プロセス知識

図３　アウトプット知とプロセス知

図４　市場成長と市場占有率とのトレードオフ

市場規模

マーケットシェア

他社の参入

時間

クローズド戦略

オープン戦略

A

B

（出典）鮫島（2006）を参考に作成。
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ないことになりかねない。
ここでの問題は，いかに市場規模を拡大しつ
つ，自社の優位性を維持できるかという点にあ
る。単に市場拡大のためにオープン化戦略のみ
を重視するのであれば，自社の競争優位性は市
場の拡大とともにＢのように低下していくだろ
う。企業にとっては，Ａのように市場拡大を図
りながら競争優位性を保持する，あるいは競争
優位性を保ちながら市場拡大を図るという戦略
視点が要請される。ここでは，それを「誘引し
ながら防御する」戦略と呼ぼう１）。

3．2　「誘引しながら防御する」戦略視点

「誘引しながら防御する」とは，技術的知識
のオープン化を通じて他社の参入を誘いなが
ら，クローズド化を組み合わせて競争優位性を
維持するという戦略視点である。そうしたオー
プン化とクローズド化のバランスを取る上で検
討すべき点として，以下の三点が挙げられる。

（1） クローズド戦略からオープン戦略への
移行のタイミング

企業が生み出した技術的知識に基づいて製
品・事業展開を計画・実施していく際に，過度
に早い時点でのオープン化は他社の参入を招
き，自社の競争優位性を損なうことにつながる。
しかし，過度に遅い時点でのオープン化は，市
場形成を遅らせ，自社の製品・事業展開におけ
る機会損失を生じさせるのと同時に，他社によ
る代替的技術の開発を招き，その後の自社の戦
略展開を難しくする可能性を高める。そのため，
いつ，どのような状況でクローズド戦略からオ
ープン戦略に切り替えていくのかが検討されな
ければならない。
そのタイミングの決定は容易ではないが，①
クローズド戦略を取っている間の競合他社の参
入状況や代替技術の開発動向，②自社の生産能
力，③自社の競争優位性の基盤の確立度合いが，

そのタイミングの決定の際の判断ポイントとな
る。
企業がクローズド戦略を進めているにもかか

わらず他社が参入してくる状況や，そのための
代替技術の開発が急速に進んでいることが明ら
かな状況では，いつまでもクローズド戦略を継
続することは得策ではない。多くの場合，参入
企業は，先行企業にライセンス・オファーを申
し出る一方で，代替技術開発を並行して進める。
そのスピードが速い場合，先行企業はオープン
化を通じてライセンス許諾等を行うことで，他
社の代替技術開発のモチベーションを下げ，特
許回避技術の開発・普及を防ぐとともに，将来
にわたるライセンス収入を期待することが適切
かもしれない。逆に，その間，他社の参入が起
こらず，代替技術の開発も急速でなければ，一
定期間クローズド戦略を継続することが，自社
の利益にとって望ましい選択となるだろう。
しかし，その場合でも，自社の生産能力との

関係を考慮する必要がある。クローズド戦略を
継続し，他社の参入を防御し続ける場合，市場
の形成や発展は自社の生産能力の大きさに依存
する。自社が設備投資を行い，生産能力を拡大
させる資源的な余力があれば，自社で一定程度
の市場拡大を実現することが可能であるが，そ
うした余力がなければ市場拡大のためにオープ
ン化を検討することが必要になる。したがって，
オープン化の意思決定は，自社の生産能力の拡
張可能性との兼ね合いの中で判断されることに
なる。
また，オープン化のタイミングに関する意思

決定は，自社の競争優位性の基盤がどれくらい
整備されているのかによっても左右される。上
記の競合他社の参入や代替技術の開発動向，自
社の生産能力との関係からオープン化の必要性
が示唆されるとしても，オープン化した後に他
社との競争に対応するための競争優位の基盤が
確立されていなければ，直ちにオープン化に移
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行することは難しい。クローズド化の過程で，
競争優位性を担保する技術ノウハウや補完的資
産がどれだけ形成・蓄積できているかによっ
て，そのタイミングの判断は影響を受けると考
えられる。

（2）オープン化する相手の選択
市場形成と競争優位性の両立のためには，ど
のような企業・組織に対してオープン化するべ
きかも検討されなければならない。市場形成の
有効性や効率性を考慮すれば，豊富な資金力を
有し，生産・販売能力の高い大企業を誘引する
ことが望ましいが，そうした企業を誘引するこ
とは自社の競争優位性を大幅に低下させかねな
いリスクを孕む。逆に，自社が製品・事業展開
におけるイニシアティブを保持し，競争力を維
持できるという観点から小企業を誘引すること
は，市場形成の上で効果的ではない。
また，オープン化の対象企業として，競合企
業か補完的企業かの選択も重要である。オープ
ン化を通じて競合企業を誘引することは，市場
形成を促進するが，自社の競争力を著しく低下
させるリスクを生み，一方で補完的企業の誘因
は，当該市場における自社の競争力を保つ意味
では効果的だが，市場形成においては工夫が必
要となる。このように，「誘引しながら防御する」
戦略の検討においては，どのような企業にオー
プン化するべきかが問われることになる。

（3）オープンの方法についての検討
さらに，オープン化の方法についても検討さ
れなければならない。ここでのオープン化の方
法とは，何をオープンにし，何をクローズにす
るか，どこまでをオープンにし，どこからはク
ローズにするかという組み合わせに関係してい
る。たとえば，製品・事業展開の中核的な技術
要素（コア技術）に関する使用許諾を与えつつ，
その周辺的な技術要素については防御する，あ

るいは同じコア技術や周辺技術でも，ライセン
スを行う一方で，製造等に関わる技術ノウハウ
を秘匿するなど，その組み合わせにはいくつか
のパターンがあるだろう。企業は，そうした組
み合わせのうち，どれが市場形成と競争優位性
の維持に有効なのかを判断する必要がある。
このように，企業が製品・事業展開における

競争力と利益を確保していくためには，外部の
他企業との関係を視野に入れた市場形成と競争
優位性の両面での対応が不可欠である。知財部
門は，そうした製品・事業展開上の要請にあわ
せて，技術的知識のクローズド化とオープン化
をどのようにバランスさせていくのかを検討し
なければならない。

4 ．  イノベーション・プロセスにおけ
る知財要素の組み込み

4．1　 知財部門の関与とイノベーションの
実現

これまで，企業の製品・事業展開における競
争戦略との関係や，市場形成と競争優位性の両
立という観点から知財戦略のあり方を議論して
きたが，ここではそこでの議論で示されるよう
な知財戦略の視点をどのように製品・事業展開
に関わる戦略に組み込み，戦略的な連動性を実
現していくのかという問題について考えてみよ
う。第２章でもふれたように，どんなに優れた
知財分析や知財戦略の立案がなされても，それ
らを研究開発活動や製品・事業展開に有効に役
立たせることができなければ意味がない。この
章では研究開発から製品・事業展開にいたる一
連のイノベーション・プロセスへの知財部門の
関与という観点からこうした戦略の連動可能性
について考察する。
研究開発から製品・事業展開までのイノベー

ション・プロセスの中での知財部門の位置づけ
には，様々なパターンが考えられる。たとえば，
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研究開発の成果が生まれた段階ではじめて知財
部が関与するという原初的な位置づけがある一
方で，研究開発テーマの検討段階から知財部が
関わるということもある。また，企業によって
は，製品開発や事業化への移行に係る意思決定
や，さらに製品・事業展開における戦略策定に
まで関与するという関与の仕方もあるだろう。
これらのうち，どのパターンが新製品の開発や
そこからの利益の獲得という点で最も適してい
るのかは，技術や製品の特性や，関与する知財
部門の能力によって異なると考えられるが，い
ずれのパターンにおいてもイノベーション・プ
ロセスの各段階への知財部門の関与は，それぞ
れの段階における意思決定に知財要素を織り込
むことで戦略的な連動性を高め，新製品の開発
や利益獲得に影響を与えるに違いない。
この点を確認するために，筆者らが行った調
査結果の一部を紹介しよう。この調査は，文
部科学省が昭和43年以降ほぼ毎年実施している
「民間企業の研究活動に関する調査」の平成22
年度版であり，資本金１億円以上で研究開発を
実施している3,582社を対象に，郵送及びWeb
併用の質問票調査として実施された（回答企業

は1,268社，回答率は35.7％であった）。
平成22年度調査では，研究開発から事業化ま
でのイノベーション・プロセスの各段階におい
て，どの部門が関与しているのかを尋ねた２）。
このうち，知財部門の関与について見ると，研
究テーマの探索段階に関与している企業は全
体の12.0％，研究テーマの決定段階では12.1％，
開発や事業化への移行の意思決定では12.5％，
競争・事業戦略の立案に関する意思決定では
12.9％であった３）。
分析においては，まず，知財部門によるこれ
ら各段階への関与の有無と技術的な新規性を持
つ新製品・サービスの実現割合との関係を確認
した。たとえば，知財部門が研究テーマの探索
段階に関与している企業群とそうでない企業群
とで，新製品・サービスの実現割合がどの程度
違うのかを比較した。図５は，その分析結果を
示したものである。
この図に示されるように，イノベーション・
プロセスの各段階，すなわち上流の研究テーマ
の探索段階から，研究テーマの決定段階，研究
成果を受けて開発・事業化への移行の意思決定
段階，そして製品・事業展開における競争・事

図５　イノベーション・プロセスへの知財部門の関与とイノベーションの実現割合

注）＊＊＝１％水準で有意，＊＝５％水準で有意
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業戦略の立案の意思決定段階のすべてにおい
て，知財部が関与する場合の方が，技術的に新
規性を持つ新製品・サービスの実現割合が高
い。特に，研究テーマの決定や，開発・事業化
への移行の意思決定，競争・事業戦略の立案の
意思決定に知財部門が関与することは，イノベ
ーションの実現割合を大きく高めることが理解
できる。

4．2　 知財部門の関与とイノベーションか
らの利益

次に，知財部門によるイノベーション・プロ
セスの各段階への関与の有無と，新製品・サー
ビスの市場投入後の利益期間との関係を見てみ
よう。この調査では，上で見た技術的な新規性
を持つ新製品・サービスの実現とともに，それ
を市場に投入した後に利益が得られる期間につ
いて尋ねている。そこで，イノベーション・プ
ロセスのそれぞれの段階に知財部門が関与した
場合とそうでない場合で，利益期間がどの程度
異なるのかを分析した。
その結果を整理したものが，図６である。前
出の図５と同様，知財部門がイノベーション・

プロセスの各段階に関与する場合，イノベー
ションからの利益期間が長いことが明らかであ
る。研究テーマの探索段階については，知財部
門が関与した場合，イノベーションからの利益
期間は約12箇月（１年）長い。また，研究テー
マの決定に関与した場合には19箇月，開発・事
業化への移行の意思決定への関与では22箇月，
競争・事業戦略の立案の意思決定への関与では
21箇月と，知財部門が関与することで利益期間
が大幅に延びていることがわかる。
このように，イノベーション・プロセスに知

財要素を組み込み，イノベーション成果を高め
ていくうえで，そのプロセスに知財部門が関与
することが重要な意味を持つ。この点を考えれ
ば，知財部門は単に開発された技術的知識の権
利化や特許等の管理，紛争対応という従来の知
財活動のみの役割を果たす存在ではなく，むし
ろ自社と他社を含めた総合的な技術開発動向を
分析し，有効な技術的知識の創造に向けた研究
テーマの探索・決定や，製品開発・事業への移
行の意思決定，さらに製品・事業戦略の策定へ
の参画という戦略的役割を果たすことが望まれ
る。

図６　イノベーション・プロセスへの知財部門の関与と利益期間

注）＊＝５％水準で有意，＋＝10％水準で有意
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問題は，こうしたイノベーション・プロセス
の各段階に，知財部門がいかに参画・関与でき
るかである。それには，製品・事業展開におけ
る知財部門の重要性についてのトップ経営層の
認識と支援が欠かせないが，それと同時に知財
部門としてその役割の重要性や価値を訴求する
ための努力が求められる。最後に，この点につ
いて次章で議論しよう。

5 ． 知財部門の評価軸

本稿の冒頭でも述べたように，近年の知財へ
の関心の高まりの中で知財部門の役割や価値に
対する認識が広がり，「戦略的な知財」あるい
は「経営に資する知財」という言葉で表現され
るように知財への期待も膨らんでいる。実際に，
前章におけるイノベーション・プロセスへの知
財部門の関与がイノベーション成果に果たす役
割を考慮すれば，そうした関心や期待は正当な
ものといえる。しかし，実際の企業の現場では，
必ずしも知財部門の役割の重要性を十分に意識
し，研究開発戦略や製品・事業戦略の立案・遂
行に結び付けているとはいえないのが現実では
ないだろうか。
その理由の一つは，知財部門の活動が，個々
の製品・事業展開にどれだけ貢献しているのか
という成果が見えにくいためである。実際，知
財活動が製品・事業展開における競争力や利益
をどの程度向上させたのかという「成果の見え
る化」は容易ではない。このことが，イノベー
ション・プロセスの各段階に知財部門が参画し
ようとしても，その機会が得られないという問
題に結びついている。
ここで重要な点は，そうした「成果の見える
化」とともに，「行為の見える化」を積極的に
展開することである。行為の見える化とは，た
だちに具体的な成果には結びつかないとして
も，それに向けて関連する情報を発信し，また
戦略的な提言を行うなどの活動努力を示すこと

である。人事評価において，成果に基づく評価
とともに，プロセス評価が重視されるのと同様
に，組織や部門の評価においても成果を生み出
そうとする努力のプロセスは，重要な評価項目
になりうる。
知財の基幹的業務でいえば，特許出願・登録

件数や自社実施率，ライセンス収入などが成果
の見える化に関係しているのに対して，特許
情報分析のレポートの数や質，係争情報の発信
件数などが，行為の見える化の例といえる。ま
た，これまで議論してきた戦略的業務について
は，技術開発の方向性や戦略に関する提言頻度
や，事業戦略の立案・推進に寄与する情報の提
供頻度などが，製品・事業展開に資する行為と
して評価の対象となりうる。たとえ製品・事業
展開における競争優位性や利益という明確で直
接的な成果を示すことが難しいとしても，こう
した行為の見える化は可能であるに違いない。
そして，このような行為の見える化を通じて，
知財部門の役割や価値に対する評価を高めるこ
とで，戦略的な意思決定への参画可能性が高ま
り，結果として成果の見える化も可能になって
いくと考えられる。
これまで，知財部門及びその活動は，一般に

特許出願・登録件数やその実施率，ライセンス
収入などの，いわゆる知財業務の成果を中心
に評価されてきた。しかし，知財部門がイノベ
ーション・プロセスにおける戦略的な意思決定
に積極的に関わり，製品・事業競争力や利益に
貢献することが期待される現在の状況では，そ
うした限定的な評価基準では知財活動の役割や
価値を十分に捉えることは難しくなってきてい
る。知財部の役割は，その中核である知財業務
（オペレーション）と同時に，製品・事業展開
に貢献する戦略業務（ストラテジー）によって
評価される必要がある。また，それは単にそれ
ぞれの業務についての成果（パフォーマンス）
のみで評価されるだけでなく，そこにいたる行
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為（プロセス）によっても評価されなければな
らない。図７は，このような観点から知財活動
の評価基準を整理したものである。各セルに付
された吹き出しは，それぞれの評価項目に関連
した知財活動上のキーワードを表わしている。

6 ． おわりに

以上，本稿では，製品・事業展開における競
争力や利益を生み出すための知財戦略やそれを
担う知財部門のあり方について検討してきた。
企業にとって，競争力や利益という経営目標の
実現のために，優れた技術的知識を創出し，適
切に権利化していくことが重要であることはい
うまでもない。しかし，それとともに，獲得・
蓄積される知財を研究開発や製品・事業展開に
関する様々な戦略と連動させ，企業の競争力や
利益へと結び付けていく能力が求められてい
る。ここでは，特に競争戦略との関係や，市場
形成と競争優位とのバランスの観点から，知財
戦略のポイントを整理した。また，知財戦略を
製品・事業展開に係る戦略に組み込むために，
研究テーマの探索・決定や製品開発・事業化へ
の移行の意思決定，競争・事業戦略の立案の意
思決定というイノベーション・プロセスの各段

階に知財部門が関与することの重要性を示し
た。さらに，そうした知財部門の関与の可能性
を高める上で，成果の見える化と同時に行為の
見える化を図り，知財部門の役割や価値を向上
させていくことが重要となる点を指摘した。
技術と事業と知財との間の三位一体の経営の

実現に向けて，知財部門は従来のような知財業
務のみでなく，戦略業務を視野に入れた活動を
展開していくことが期待されている。本稿では，
そのための戦略能力の向上に向けたいくつかの
論点を提起したが，そのほかにも製品・事業展
開を有効に進めていくための標準化戦略と知財
との関係や，特許・ノウハウ・意匠の間の知財
ミックスとイノベーション成果との関係など，
知財戦略として検討すべきことは多く残されて
いる。今後，こうした問題にも目を向け，製品・
事業戦略と知財戦略との関わりについての理解
を深めていくことが望まれる。

注　記

 1） 「誘引しながら防御する」という戦略視点は，デ
ファクトスタンダードと企業の競争優位に関し
て考察した柴田（1992）の概念を援用している。

 2） ここでいう関与とは，各段階での意思決定の会

図７　知財活動に関する評価グリッド

• 研究開発会議，戦略会議
等への参加頻度
• 技術開発の方向性と戦略
の提言頻度
• 事業戦略の立案・推進に
係る情報提供頻度

• 権利行使等を通じた
市場占有率・利益の増加

• 知財情報に基づく戦略提
携の成約率

• 不採算プロジェクトの休
止件数

• 特許情報分析の報告書等
の件数及び質
• 事業に関連した係争情報
の発信件数
• 上記に関連した定期レポ
ート等の発刊頻度

• 特許出願件数
• 特許登録件数
• 自社実施率
• ライセンス収入
• 競合排除件数

プロセス
（主観項目）

パフォーマンス
（客観項目）

オペレーション
（知財業務）

ストラテジー
（戦略業務）

戦略検討の
対等性

競争優位性，利益
への貢献

情報発信を通じた
行為の見える化

本業での確実な
成果
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議に参加しているかどうかを基準としている。
 3） 詳細については，科学技術政策研究所（2011），

p.81を参照されたい。ここで示される各段階で，
知財部門が関与する企業の割合はほぼ同数であ
るが，これは同じ企業がすべての段階に関与して
いることを意味するものではない。それぞれの段
階で知財部門が関与する企業は異なっているが，
結果として割合が近似しているにすぎない。
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